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参考

25 26 27 28 29 30

実現に向けた方策 №

　本プランの見方について

プランの内容 担当部署集中改革プラン

推進計画

改革の効果基本方針

行政改革大綱の「基本方

針」及び「実現に向けた方

策」を記載

「個別目標の名称」「個別目標の名称」「個別目標の名称」「個別目標の名称」

集中改革プランの各目標

（項目）の名称を記載

「具体的な取り組み内容」「具体的な取り組み内容」「具体的な取り組み内容」「具体的な取り組み内容」

各目標の達成に向けて、具体的

にどのような取り組みを行うのかを

記載

「改革の効果」「改革の効果」「改革の効果」「改革の効果」

具体的な取り組みを行った結果の

改革の効果について記載

「平成「平成「平成「平成25年度の状況」年度の状況」年度の状況」年度の状況」

各目標の平成25年度時点での「記

号の凡例」に従い記載。空欄は平成

25年度時点で取組みのない項目

「推進計画」「推進計画」「推進計画」「推進計画」

各目標に対する取り組みについて、

平成26年度から平成30年度までの計

画を「記号の凡例」に基づいて記載

「担当部署」「担当部署」「担当部署」「担当部署」

各項目の担当部署を記載。複

数の部署に関係する場合は

主たる担当部署を記載

「記号の凡例」「記号の凡例」「記号の凡例」「記号の凡例」

「△」・・・ 調査・検討・準備

計画策定や事業実施のための調査、検討又は実施向けた準備

「○」・・・ 一部実施・一部稼働・方針決定

計画や施策の方針の決定、もしくは事業の一部実施

「◎」・・・ 実施・稼働・完了

計画の策定完了、事業・施策の完全実施、目標の達成

「→」・・・ 継続実施

達成した目標を、その後においても継続的に実施

※ 「→（継続実施）」は「◎（実施・稼働・完了）」の状態が継続する場合にのみ使用。

それ以外の状態が継続する場合は同一の記号をそのまま記載することとする。
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参考

25 26 27 28 29 30

1

小学校区単位の小学校区単位の小学校区単位の小学校区単位の

地域づくりに取地域づくりに取地域づくりに取地域づくりに取

り組む団体の組り組む団体の組り組む団体の組り組む団体の組

織化の支援織化の支援織化の支援織化の支援

地区の課題を解決し、地域づくり

を推進するための、団体の組織化

や既存組織の再構築化を支援す

る。

住民が主体となって取り組

む地域づくり組織が発足

し、地域住民の総意が明確

になるとともに、地域課題

に対する地域と行政の協働

による取り組みを考える

きっかけづくりにつなが

る。

○ ○ ○ ○ ◎ →

地域づく

り支援室

2

協働のまちづく協働のまちづく協働のまちづく協働のまちづく

り推進計画の策り推進計画の策り推進計画の策り推進計画の策

定・推進定・推進定・推進定・推進

H28年度末までに、推進計画（庁

内計画）を策定する。

協働のまちづくりの方向性

を職員と住民が共有するこ

とができる。

○ ○ ○ ◎ → →

地域づく

り支援室

3

地域づくりサ地域づくりサ地域づくりサ地域づくりサ

ポーター制度のポーター制度のポーター制度のポーター制度の

再構築再構築再構築再構築

小学校区単位の地域づくりに取り

組む地域組織と職員が協働する新

たな体制を再構築する。

地区組織と職員の連携が図

られ、協働のまちづくりの

実践につながる。

△ ○ ○ ◎ →

地域づく

り支援室

4

自主的な地域づ自主的な地域づ自主的な地域づ自主的な地域づ

くり活動への支くり活動への支くり活動への支くり活動への支

援援援援

・地域づくり活動補助制度による

各種事業への補助金の交付

・新規ボランティア団体、ＮＰＯ

法人に対する活動支援

・備品貸出制度による活動支援

新設団体及び活動団体の自

立支援、活動支援の促進に

つながる。

○ ○ ○ ○ ◎ →

地域づく

り支援室

5

市民参画手法の市民参画手法の市民参画手法の市民参画手法の

導入導入導入導入

市民が計画等の策定段階から参画

する市民会議の導入を促進する。

意見が反映されることによ

る市民の市政参加意識の向

上

○ ◎ → → → →

企画財政

課

6

情報公開制度・情報公開制度・情報公開制度・情報公開制度・

個人情報保護制個人情報保護制個人情報保護制個人情報保護制

度の適切な運用度の適切な運用度の適切な運用度の適切な運用

公文書の開示請求に対して、適正

かつ迅速な判断を行っていくた

め、運用マニュアル作成を行うと

ともに、全職員に対し情報公開の

意義及び個人情報の重要性を徹底

する。

市民の制度に関する関心が

高まっている中で、説明責

任を果たすため、条例に基

づき適正な運用と、職員の

制度理解につながる。

○ ◎ → → → → 総務課

②市民の提案制度②市民の提案制度②市民の提案制度②市民の提案制度

　の拡充　の拡充　の拡充　の拡充

改革の効果

(1)市民との協働(1)市民との協働(1)市民との協働(1)市民との協働

　 の増進　 の増進　 の増進　 の増進

第３次東御市行政改革実施計画（集中改革プラン）取組項目一覧表（H26.8.8改訂版）

担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン

①小学校区単位の①小学校区単位の①小学校区単位の①小学校区単位の

　地域づくりの推　地域づくりの推　地域づくりの推　地域づくりの推

　進　進　進　進

プランの内容

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施
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参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

7

ホームページのホームページのホームページのホームページの

適時掲載と内容適時掲載と内容適時掲載と内容適時掲載と内容

の見直しの見直しの見直しの見直し

情報を即時に公開する手段として

の活用と、正確で利便性のある内

容の確保につとめる。

市民の求める情報を、即時

に正確に伝えることによ

り、市政への参画意識の向

上が図られる。

○ ○ ○ ○ ◎ →

企画財政

課

8

「FMとうみ」を「FMとうみ」を「FMとうみ」を「FMとうみ」を

活用した情報提活用した情報提活用した情報提活用した情報提

供供供供

単なるイベント情報だけでなく、

市政への参画を促すための情報提

供をしていく。

情報を提供することで、年

齢等による情報格差の解消

の一助となり、地域活性化

につながる。

○ ○ ○ ○ ○ ○

企画財政

課

9

各種審議会での各種審議会での各種審議会での各種審議会での

委員公募の推進委員公募の推進委員公募の推進委員公募の推進

・審議会等の運営方針の見直しを

行い、積極的な公募につとめる。

・専門知識を持った者のみで構成

しなければならない以外のすべて

の審議会等に公募委員の配置を検

討する。

・既に公募委員の配置のある審議

会等にあっては，更に公募委員の

比率を高める。

多くの市民の声を行政に反

映できる。

○ ◎ → → → → 総務課

10

各種審議会等へ各種審議会等へ各種審議会等へ各種審議会等へ

の女性委員の参の女性委員の参の女性委員の参の女性委員の参

加拡充加拡充加拡充加拡充

各種の審議会、委員会、協議会等

の委員に、積極的に女性を登用す

る。

【参考】市男女共同参画プラン

女性登用率目標値 40％（H22）

女性の社会参画の促進が図

られる。

○ ○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

11

地域スポークス地域スポークス地域スポークス地域スポークス

マン制度の導入マン制度の導入マン制度の導入マン制度の導入

各地区に創設が計画される地域づ

くり組織に広報部門（地域スポー

クスマン）を設け、地域活動の実

態を市に情報提供し、各種媒体を

通じて市内に広く広報する。

地域活動の実態や市民の生

の声が広報に反映される。

○ ○ ○ ○ ◎

企画財政

課

12

情報弱者に配慮情報弱者に配慮情報弱者に配慮情報弱者に配慮

しつつ、時代にしつつ、時代にしつつ、時代にしつつ、時代に

即した新しい広即した新しい広即した新しい広即した新しい広

報、広聴システ報、広聴システ報、広聴システ報、広聴システ

ムの導入ムの導入ムの導入ムの導入

公共情報コモンズに加入しＩＣＴ

の活用に不慣れな方や情報弱者へ

の情報発信の手法に配慮しつつ、

双方向のコミュニケーションが可

能なＳＮＳ等の導入について調

査・研究のうえ積極的な活用を図

る。

情報弱者をなくすと共に、

市民ニーズに応える情報発

信により広報機能を充実さ

せる。

△ △ ○ ○ ○ ◎

企画財政

課

(1)市民との協働(1)市民との協働(1)市民との協働(1)市民との協働

　 の増進　 の増進　 の増進　 の増進

③広報・広聴機能③広報・広聴機能③広報・広聴機能③広報・広聴機能

　の拡充　の拡充　の拡充　の拡充

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施
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参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

13

事務事業改善グ事務事業改善グ事務事業改善グ事務事業改善グ

ループの組織化ループの組織化ループの組織化ループの組織化

の推進の推進の推進の推進

行政運営改善のための研修に職員

を派遣し、研修参加職員による事

務事業改善グループを組織する。

事務事業改善グループによ

る改善案により、行政運営

の能率向上が図られる。

○ ○ ◎ → → → 総務課

14

職員提案制度の職員提案制度の職員提案制度の職員提案制度の

見直し見直し見直し見直し

職員が積極的に事務事業の効率化

等の提案をできるよう職員提案規

程を見直しを図る。

職員による改善案により、

行政運営の能率向上が図ら

れる。

○ ◎ → → → → 総務課

15

外国人生活相談外国人生活相談外国人生活相談外国人生活相談

の推進の推進の推進の推進

外国人コミュニケーター1名を配

置し、在住外国人への生活相談及

び支援を実施

外国人が生活相談を通じて

安心した生活が送れるよう

にできる

○ ◎ → → → → 市民課

16

東御市接遇マ東御市接遇マ東御市接遇マ東御市接遇マ

ニュアルの周知ニュアルの周知ニュアルの周知ニュアルの周知

実施実施実施実施

全職員に配布してある接遇マニュ

アルの活用を図る

市民サービスへの意識改革

が図られる。

◎ → → → → → 総務課

17

公営住宅管理の公営住宅管理の公営住宅管理の公営住宅管理の

民間委託の検討民間委託の検討民間委託の検討民間委託の検討

公営住宅管理業務の民間委託につ

いて、委託可能な業務内容やその

是非について検討を行う。

公営住宅の適正管理や効率

的な運営が図られる。

△ ◎ → → → → 建設課

18

サンファーム管サンファーム管サンファーム管サンファーム管

理の民間委託の理の民間委託の理の民間委託の理の民間委託の

検討検討検討検討

サンファーム管理業務の民間委託

について、委託可能な業務内容や

その是非について検討を行う。

サンファームの適正管理や

効率的な運営が図られる。

△ △ ◎ → → → 農林課

19

指定管理者のモ指定管理者のモ指定管理者のモ指定管理者のモ

ニタリングの実ニタリングの実ニタリングの実ニタリングの実

施施施施

業務仕様書及び基本協定書に基づ

く業務遂行に関し、定期的に評価

及び指導を実施する。

経費の節減及び住民サービ

スの向上が図られる。

○ ◎ → → → → 総務課

20

電子申請の拡充電子申請の拡充電子申請の拡充電子申請の拡充

の検討の検討の検討の検討

電子申請・届出手続きの種類拡充

を継続して行う。

電子申請・手続きを拡充す

ることにより、市民の利便

性が向上する。

○ ○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

21

クラウドコンクラウドコンクラウドコンクラウドコン

ピューティングピューティングピューティングピューティング

を活用した事務を活用した事務を活用した事務を活用した事務

の効率化の推進の効率化の推進の効率化の推進の効率化の推進

情報システムの信頼性の向上と業

務の効率化を図るため、クラウド

コンピューティングや仮想化技術

を活用する。

信頼性の高い市民サービス

が提供できる。

△ ○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

②窓口・行政サー②窓口・行政サー②窓口・行政サー②窓口・行政サー

　ビスの向上･効　ビスの向上･効　ビスの向上･効　ビスの向上･効

　率化の推進　率化の推進　率化の推進　率化の推進

③ICT③ICT③ICT③ICT利活用利活用利活用利活用の推の推の推の推

　進　進　進　進

(2)行政運営の能(2)行政運営の能(2)行政運営の能(2)行政運営の能

　 率向上の推進　 率向上の推進　 率向上の推進　 率向上の推進

①事務事業におけ①事務事業におけ①事務事業におけ①事務事業におけ

　るBPRの推進　るBPRの推進　るBPRの推進　るBPRの推進

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施
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参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

①施策評価制度の①施策評価制度の①施策評価制度の①施策評価制度の

　導入　導入　導入　導入

22

施策評価制度の施策評価制度の施策評価制度の施策評価制度の

導入導入導入導入

平成26年度を初年度とする第2次

総合計画前期基本計画の施策の進

捗管理と成果を評価し公表する。

・効果的、効率的な行政運

営住民の視点に立った行政

運営

・スクラップ＆ビルドの推

進

△ ○ ◎ → → →

企画財政

課

23

女性職員の積極女性職員の積極女性職員の積極女性職員の積極

的な登用的な登用的な登用的な登用

男女共同参画を基本に、性別にと

らわれない個人の力量を適正に考

慮した登用を図り、女性管理職の

登用に努める。

公平、公正な処遇が図ら

れ、職員の能力開発と資質

の向上を図ることができ

る。

○ ○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

24

庁内人事におけ庁内人事におけ庁内人事におけ庁内人事におけ

る公募制度（Ｆる公募制度（Ｆる公募制度（Ｆる公募制度（Ｆ

Ａ制）の導入Ａ制）の導入Ａ制）の導入Ａ制）の導入

・自己申告制度の継続実施

・必要に応じ設置するプロジェク

ト等への公募制度導入

・職員の能力と適性に応じ

た適材適所の配置（仕事と

人のマッチング）が行え

る。

・職員のモチベーションの

維持向上が図られる。

△ ○ ◎ → → → 総務課

25

民間からの中途民間からの中途民間からの中途民間からの中途

採用の推進採用の推進採用の推進採用の推進

多種多様化する住民ニーズに対応

するため、民間に蓄積されている

専門性・ノウハウを行政サービス

にも活用するため、中途採用の推

進を継続実施する。

多種多様化する住民ニーズ

に対応できる。

職員の構成年齢の平準化が

図れる。

◎ → → → → → 総務課

26

退職者再雇用制退職者再雇用制退職者再雇用制退職者再雇用制

度の活用度の活用度の活用度の活用

再雇用職員の職域，配属部署等を

見直し，職員の経験とノウハウを

最大限に活用する。

必要な人員の確保が図れ

る。

○ ◎ → → → → 総務課

27

職員の健康管理職員の健康管理職員の健康管理職員の健康管理

の徹底の徹底の徹底の徹底

・産業医と連携し健康診断結果を

活用した職員の健康状態の的確な

把握及び適切な健康管理を行う。

・メンタルヘルス対策の一環とし

て､職場復帰支援プログラムの整

備を検討する。

・職員の健康障害を予防

し、心身の健康の保持増進

に繋がる。

・メンタル不全者の減少，

早期のスムーズな職場復帰

を図る。

○ ○ ○ ◎ → → 総務課

(3)遂行力のある(3)遂行力のある(3)遂行力のある(3)遂行力のある

　 組織編成と職　 組織編成と職　 組織編成と職　 組織編成と職

　 員管理　 員管理　 員管理　 員管理

②人材育成と人材②人材育成と人材②人材育成と人材②人材育成と人材

　登用の強化　登用の強化　登用の強化　登用の強化

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施



7/10

参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

②人材育成と人材②人材育成と人材②人材育成と人材②人材育成と人材

　登用の強化　登用の強化　登用の強化　登用の強化

28

職員研修の推進職員研修の推進職員研修の推進職員研修の推進

と研修記録の管と研修記録の管と研修記録の管と研修記録の管

理理理理

・毎年度、職員研修計画を策定

し、研修の充実を図る。

・職員の研修記録の管理により、

必修研修の参加の徹底と、専門研

修参加による専門知識習得者の把

握をする。

・職員の能力開発と資質の

向上を図ることができる。

・研修成果が職務へ反映で

きる。

○ ○ ◎ → → → 総務課

29

第３次定員適正第３次定員適正第３次定員適正第３次定員適正

化計画の策定・化計画の策定・化計画の策定・化計画の策定・

推進推進推進推進

・第３次定員適正化計画(平成26

年度～平成30年度）の計画を策定

し、職員数の計画的かつ適正な管

理を行う。

・業務の見直しや効率化による職

員数の抑制に努めるとともに、将

来の組織を支える若年層の職員構

成を含め長期的な視野に立った適

正な職員数を目指す。

・専門性や業務量を考慮した職員

の適正の配置を行う。

計画性のある人件費が見込

めることにより、財政運営

の健全化が図られる。

○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

30

勤務評定制度の勤務評定制度の勤務評定制度の勤務評定制度の

見直し見直し見直し見直し

必要に応じた評価項目等の見直し

を行う。

公平・公正な評価制度の確

立が図られる。

○ ◎ → → → 総務課

31

各種手当の見直各種手当の見直各種手当の見直各種手当の見直

しししし

・支給のあり方について，制度の

趣旨や国，他団体との均衡等の観

点から総点検を実施し、見直しを

図る。

人件費の抑制が図られる。 ○ ◎ → → → → 総務課

32

臨時職員等の適臨時職員等の適臨時職員等の適臨時職員等の適

正配置正配置正配置正配置

・臨時職員雇用計画書に基づく任

用を行う。

・人材派遣活用の研究

計画的配置と人件費の抑制

が図られる。

○ ◎ → → → → 総務課

33

福利厚生事業の福利厚生事業の福利厚生事業の福利厚生事業の

見直し及び状況見直し及び状況見直し及び状況見直し及び状況

の公表の公表の公表の公表

・市民に対して事業の状況を公表

する。

・民間企業や他市の動向を踏ま

え、公費負担の適正化、透明性を

確保するため事業の見直しを行

う。

市民の理解が得られる。 ○ ○ ○ ◎ → → 総務課

(3)遂行力のある(3)遂行力のある(3)遂行力のある(3)遂行力のある

　 組織編成と職　 組織編成と職　 組織編成と職　 組織編成と職

　 員管理　 員管理　 員管理　 員管理

③総人件費の抑制③総人件費の抑制③総人件費の抑制③総人件費の抑制

　と勤務評定制度　と勤務評定制度　と勤務評定制度　と勤務評定制度

　の見直し　の見直し　の見直し　の見直し

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施



8/10

参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

34

各種団体への補各種団体への補各種団体への補各種団体への補

助金の見直し助金の見直し助金の見直し助金の見直し

新規団体補助は原則補助期間を設

ける。既存団体補助は補助目的を

達したと判断するものは廃止縮小

する。

補助金額の節減と新たな行

政ニーズに対する補助事業

の財源確保

○ ○ ◎ → → →

企画財政

課

（全庁）

35

各種事業への補各種事業への補各種事業への補各種事業への補

助金の見直し助金の見直し助金の見直し助金の見直し

補助目的を達したと判断するもの

は廃止縮小する。

補助金額の節減と新たな行

政ニーズに対する補助事業

の財源確保

○ ○ ◎ → → →

企画財政

課

（全庁）

36

予算編成の見直予算編成の見直予算編成の見直予算編成の見直

しししし

歳出額の抑制を図るため、予算編

成方針を策定し、一層の経費節減

及びスクラップ＆ビルドを実施す

る。

歳出額を抑制し、必要な行

政ニーズに対応することが

できる。

◎ → → → →

企画財政

課

37

総合評価落札制総合評価落札制総合評価落札制総合評価落札制

度の導入度の導入度の導入度の導入

平成26年度以降も実績を積み、導

入を検討する。

導入により、入札制度の安

定を図る。

○ ○ ◎ → → → 総務課

38 収納率の向上収納率の向上収納率の向上収納率の向上

収納率及び取り組み目標を設定

し、計画的に収納率を向上させ

る。

【参考】H25年度、収納率目標

市税　　　　98.2％

国民健康保険税　93.8％

保育料　　　99.4％

介護保険料　99.2％

住宅使用料　94.9％

ケーブルテレビ使用料　98.2％

（数値については全て現年度分）

収納率の向上により自主財

源の確保が図れる。

○ ○ ○ ○ ◎

収納対策

センター

39 普通財産の処分普通財産の処分普通財産の処分普通財産の処分

普通財産の内、処分可能な財産に

ついては、条件を整え処分を行

う。

可処分財産の処分を行うこ

とで、財産管理費の縮減が

図られるとともに、自主財

源の確保につながる。

○ ○ ○ ○ ◎ 総務課

40

新たな広告料収新たな広告料収新たな広告料収新たな広告料収

入の確保入の確保入の確保入の確保

共通公用封筒、広報紙、ＨＰへの

広告掲載による広告料収入に加

え、公用車などへの新たな広告料

収入を確保する。

広告料の収入増により、自

主財源の確保を図る。

○ ○ ○ ○ ◎

総務課

企画財政

課

②自主財源の確②自主財源の確②自主財源の確②自主財源の確

　保・増強　保・増強　保・増強　保・増強

①予算編成①予算編成①予算編成①予算編成改革改革改革改革にににに

　よる経費の節減　よる経費の節減　よる経費の節減　よる経費の節減

(4)自主性・自立(4)自主性・自立(4)自主性・自立(4)自主性・自立

　 性の高い財政　 性の高い財政　 性の高い財政　 性の高い財政

　 運営　 運営　 運営　 運営

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施



9/10

参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

41

受益者負担金の受益者負担金の受益者負担金の受益者負担金の

見直し見直し見直し見直し

受益者が特定される行政サービス

について負担割合を検討し、適正

な割合か判断する。必要においじ

て随時見直しをする。

受益者負担金が発生する事

業経費の節減が図られる。

◎ ○ ○ ○ ○ ◎

企画財政

課

（全庁）

42

ふるさと東御応ふるさと東御応ふるさと東御応ふるさと東御応

援寄附金の積極援寄附金の積極援寄附金の積極援寄附金の積極

的な実施的な実施的な実施的な実施

東御市の応援者を増やすための方

策を検討し、実施する。

寄附金の収入増により、自

主財源の確保を図る。

○ ◎ → → → →

企画財政

課

43

徴収業務共同化徴収業務共同化徴収業務共同化徴収業務共同化

の推進の推進の推進の推進

県滞納整理機構（広域連合）や県

税徴収対策室との共同滞納整理及

び合同公売会への参加

・徴収業務の合理化が図ら

れる。

・市税収納率の向上、滞納

額の圧縮が図られる。

○ ◎ → → → → 税務課

44

市内水洗化率の市内水洗化率の市内水洗化率の市内水洗化率の

向上向上向上向上

東御市全体の水洗化率を平成27年

度に92.2％、平成32年度には

94.3％まで向上させる。

・下水道施設の効率的稼働

が図られる。

・投下資本の回収による安

定財源の確保が図られる。

○ ○ ◎ ○ ○ ○

上下水道

課

45

下水道施設の統下水道施設の統下水道施設の統下水道施設の統

廃合廃合廃合廃合

統廃合により処理施設を減らす。

施設の効率的管理による経

費削減により安定的な経営

が図られる。

△ △ ○ ○ ○

上下水道

課

46

医療体制の整備医療体制の整備医療体制の整備医療体制の整備

拡充拡充拡充拡充

小児科、内科医師の増員を図る。 医療の充実が図られる。 ○ ◎ → → → → 市民病院

47 入院医療の充実入院医療の充実入院医療の充実入院医療の充実

市内唯一の一般病院として軽症～

中等症の入院医療を行う。

安定した地域医療の確保が

図られる。

○ ◎ → → → → 市民病院

48 救急医療の充実救急医療の充実救急医療の充実救急医療の充実

救急告知病院として軽症～中等症

の救急を担う。

安定した地域医療の確保が

図られる。

○ ◎ → → → → 市民病院

(4)自主性・自立(4)自主性・自立(4)自主性・自立(4)自主性・自立

　 性の高い財政　 性の高い財政　 性の高い財政　 性の高い財政

　 運営　 運営　 運営　 運営

③公営企業等の経③公営企業等の経③公営企業等の経③公営企業等の経

　営健全化　営健全化　営健全化　営健全化

②自主財源の確②自主財源の確②自主財源の確②自主財源の確

　保・増強　保・増強　保・増強　保・増強

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施



10/10

参考

25 26 27 28 29 30

改革の効果 担当部署基本方針 実現に向けた方策 №

推進計画

集中改革プラン プランの内容

49

東御市役所地球東御市役所地球東御市役所地球東御市役所地球

温暖化防止実行温暖化防止実行温暖化防止実行温暖化防止実行

計画の推進計画の推進計画の推進計画の推進

第４次東御市役所地球温暖化防止

実行計画（H25～27）により事業

所として温室効果ガスをH27年度

までH24年度実績値以下とする。

ただし、事務用紙については毎年

１％削減する。

温室効果ガス削減目標を平

成24年度実績値以下に定め

実行することで温暖化防止

につなげる。

◎ → ○ ◎ → → 市民課

50

生ゴミ減量化の生ゴミ減量化の生ゴミ減量化の生ゴミ減量化の

促進促進促進促進

生ごみ処理機器設置補助金の活用

や生ごみリサイクル施設の建設に

より、上田地域広域連合ごみ処理

広域化計画のごみ焼却量の減量化

目標値を目指す。

廃棄物の適正処理による循

環型社会の形成及びＣＯ２

削減による環境への負荷の

低減。

○ ◎ → → → → 市民課

51 避難所の見直し避難所の見直し避難所の見直し避難所の見直し

現在指定している地区別避難場所

及び広域避難施設等の見直しを行

う。

改正災害対策基本法の基準

に基づき、指定緊急避難所

及び指定避難所を指定する

ことで、災害時の市民の安

全対策に資することができ

る。

△ ◎ → → → 総務課

52 災害協定の拡充災害協定の拡充災害協定の拡充災害協定の拡充

迅速かつ効果的な災害応急対策等

が行えるよう、民間業者等を含む

関係機関との間で協定を締結す

る。

災害応急対策業務等に係る

業務をあらかじめ協定を締

結しておくことで、災害時

等に民間業者等のノウハウ

や能力等を活用することが

できる。

△ △ ○ ○ ○ ◎ 総務課

③シティ･セール③シティ･セール③シティ･セール③シティ･セール

　スの推進態勢　スの推進態勢　スの推進態勢　スの推進態勢

53

移住希望者への移住希望者への移住希望者への移住希望者への

相談体制の整備相談体制の整備相談体制の整備相談体制の整備

定住自立圏構想も踏まえ、定住促

進のための総合的な支援体制を確

立します。

定住人口が増加し、賑わい

あるまちづくりにつなが

る。

△ ○ ◎ → →

企画財政

課

(5)戦略テーマへ(5)戦略テーマへ(5)戦略テーマへ(5)戦略テーマへ

　 の挑戦　 の挑戦　 の挑戦　 の挑戦

①さわやか環境の①さわやか環境の①さわやか環境の①さわやか環境の

　維持態勢　維持態勢　維持態勢　維持態勢

②防災・インフラ②防災・インフラ②防災・インフラ②防災・インフラ

　保全の態勢　保全の態勢　保全の態勢　保全の態勢

凡例：△ 調査・検討・準備　　○ 一部実施・一部稼働・方針決定　　◎ 実施・稼働・完了　　→ 継続実施


